
利用規約/免責事項​

​

KREDO JAPAN株式会社（以下「当社」といいます。）は、利用規約（以下「本規約」といいます。）

を定め、本規約に従い、「グルコミ英会話」（以下「本サービス」といいます。）を提供します。登録

ユーザーの皆さま（以下、「ユーザー」といいます。）には、本規約に従って、本サービスをご利用

いただきます。​

​

第1条（適用・定義）​

1．本規約は、ユーザーと当社との間の本サービスの利用に関わる一切の関係に適用されるも

のとします。​

2．「Kredoラーニング」とは、当社が運営するサービスのことを指します。Kredoラーニングは、英

語レッスンや自主学習の動画の視聴などができるサービスです。​

 3．「Kredoラーニングポイント」とは、Kredoラーニングでレッスンを受講する為に必要となるポイ

ントを指します。​

​

第2条（利用登録）​

登録希望者が当社の定める方法によって利用登録を申請し、当社がこれを承認することによっ

て、利用登録が完了し、ユーザーと当社との間で本サービスの利用契約が締結されるものとしま

す。当社は、利用登録の申請者に以下の事由があると判断した場合、利用登録の申請を承認し

ないことがあり、その理由については一切の開示義務を負わないものとします。​

（1）利用登録の申請に際して虚偽の事項を届け出た場合​

（2）本規約に違反したことがある者からの申請である場合​

（3）その他，当社が利用登録を相当でないと判断した場合​

​

第3条（利用料金・支払方法および契約、役務提供期間）​

1．ユーザーは、本サービス利用の対価として、当社が別途定め、本ウェブサイトに表示する利用

料金を、当社が指定する方法により支払うものとします。​

利用料は日割計算をしませんので、月途中に本サービスの利用契約が成立または終了した場

合でも、1ヶ月分の利用料をお支払いいただききます。​

2．利用契約の有効期間は 、有料プランへの登録日より翌月の登録日同日の前日までとし、有

効期間終了日までに当社又は会員からの申し出がない限り、利用契約は自動更新によって同一

内容により1か月間延長され、それ以後も同様となります。​

3．利用料金の支払い期限は、利用契約の締結日（更新の場合には更新日）となります。またい

かなる理由でも利用料金の返金は不可となります。​

4．本サービスにおいて付与されるKredoラーニングポイント、他サービスの役務提供期間（有効



期間）は、ポイント付与日から起算して1ヶ月間とします。ポイントの有効期間内に使用されなかっ

た場合であっても、当該ポイントは失効し、いかなる理由でも繰越および返金はいたしません。 

第4条（解約方法）​

本サービスの解約の際は、Kredo Learningにログイン後、マイページからご申請下さい。​

解約のご申請をいただいた場合、ご申請日の属する月の末日をもって利用契約は終了となりま

す。また、第3条の退会処理を忘れたことにより支払いが継続されていたとしても返金はされま

せん。​

​

第5条（禁止事項）​

ユーザーは、本サービスの利用にあたり、以下の行為をしてはなりません。​

（1）法令または公序良俗に違反する行為​

（2）犯罪行為に関連する行為​

（3）当社のサーバーまたはネットワークの機能を破壊したり，妨害したりする行為​

（4）当社のサービスの運営を妨害するおそれのある行為​

（5）他のユーザーに関する個人情報等を収集または蓄積する行為​

（6）他のユーザーに成りすます行為​

（7）当社のサービスに関連して，反社会的勢力に対して直接または間接に利益を供与する行為​

（8）宗教活動または宗教団体への勧誘行為​

（9）営業、宣伝、広告、勧誘、その他営利を目的とする行為（当社の認めたものを除きます。）、

性行為やわいせつな行為を目的とする行為、面識のない異性との出会いや交際を目的とする行

為、他のお客様に対する嫌がらせや誹謗中傷を目的とする行為、その他本サービスが予定して

いる利用目的と異なる目的で本サービスを利用する行為。​

（10）過度に暴力的な表現、露骨な性的表現、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地等に

よる差別につながる表現、自殺、自傷行為、薬物乱用を誘引または助長する表現、その他反社

会的な内容を含み他人に不快感を与える表現を、投稿または送信する行為。​

（11）その他，当社が不適切と判断する行為​

​

第6条（本サービスの提供の停止等）​

当社は、以下のいずれかの事由があると判断した場合、ユーザーに事前に通知することなく本

サービスの全部または一部の提供を停止または中断することができるものとします。​

（1）本サービスにかかるコンピュータシステムの保守点検または更新を行う場合​

（2）地震、落雷、火災、停電または天災などの不可抗力により、本サービスの提供が困難となっ

た場合​

（3）コンピュータまたは通信回線等が事故により停止した場合​

（4）その他、当社が本サービスの提供が困難と判断した場合​



当社は，本サービスの提供の停止または中断により、ユーザーまたは第三者が被ったいかなる

不利益または損害について、理由を問わず一切の責任を負わないものとします。​

​

第7条（利用制限および登録抹消）​

当社は、以下の場合には、事前の通知なく、ユーザーに対して、本サービスの全部もしくは一部

の利用を制限し、またはユーザーとしての登録を抹消することができるものとします。​

（1）本規約のいずれかの条項に違反した場合​

（2）登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合​

（3）その他、当社が本サービスの利用を適当でないと判断した場合​

当社は、本条に基づき当社が行った行為によりユーザーに生じた損害について、一切の責任を

負いません。​

​

第8条（コンテンツに関する権利）​

本サービスを利用してコンテンツを投稿するユーザーは、当社に対し、当該コンテンツが第三者

の権利を侵害するものでないことを保証するものとします。​

本サービスを利用して投稿されたコンテンツの著作権その他一切の権利は、当該コンテンツを創

作したユーザーに帰属します。​

当社は、ユーザーが投稿するコンテンツを、本サービスの円滑な提供、当社システムの構築、保

守、メンテナンスに必要な範囲内で、使用及び改変することができるものとします。​

当社が提供する継続課金型のサービスについて登録ユーザーが退会ないし継続課金の解除を

行った場合、当該登録ユーザーが当該サービスを利用する権利は、既にダウンロードされたコン

テンツの利用に関するものを除き退会時に即時喪失するものとします。​

本サービスによって提供されるコンテンツに関して、著作権者の許諾なしに転載・引用する行為

は、当社の明示的な許諾がある場合を除いて、強く禁止させていただきます。​

​

第9条（免責事項）​

当社の債務不履行責任は、当社の故意または重過失によらない場合には免責されるものとしま

す。​

当社は、何らかの理由によって責任を負う場合にも、通常生じうる損害の範囲内かつ有料サービ

スにおいては代金額の範囲内においてのみ賠償の責任を負うものとします。​

当社は、本サービスに関して、ユーザーと他のユーザーまたは第三者との間において生じた取

引、連絡または紛争等について一切責任を負いません。​

​

第10条（サービス内容の変更等）​

当社は、ユーザーに通知することなく、本サービスの内容を変更しまたは本サービスの提供を中

止することができるものとし、これによってユーザーに生じた損害について一切の責任を負いま



せん。​

​

第11条（利用規約の変更）​

当社は、必要と判断した場合には、ユーザーに通知することなくいつでも本規約を変更すること

ができるものとします。​

​

第12条（反社会的勢力の排除）​

本条において、反社会的勢力とは、次の各号に該当する法人、団体又は個人をいいます。​

① 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標傍ゴロ、特殊知能暴力集団又は

これらに準ずる法人、団体又は個人。​

② 暴力的な要求行為又は法的責任を超えた不当な要求を行う法人、団体又は個人。​

ユーザーは、自己が現在及び将来にわたって、次の各号に該当することを表明し保証します。万

が一、次の各号のいずれかに該当しないことが判明した場合には、直ちに反社会的勢力との関

係を遮断しなければなりません。​

① 反社会的勢力でないこと。​

② 反社会的勢力でなかったこと。​

③ 反社会的勢力を利用しないこと。​

④ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと。​

⑤ 自ら又は第三者をして、暴力的な要求行為及び法的な責任を超えた不当な要求行為等を行

わないこと。​

​

第13条（通知または連絡）​

ユーザーと当社との間の通知または連絡は、当社の定める方法によって行うものとします。​

​

第14条（権利義務の譲渡の禁止）​

ユーザーは、当社の書面による事前の承諾なく、利用契約上の地位または本規約に基づく権利

もしくは義務を第三者に譲渡し、または担保に供することはできません。​

​

第15条（準拠法・裁判管轄）​

本規約の解釈にあたっては、日本法を準拠法とします。​

本サービスに関して紛争が生じた場合には、当社の在住地を管轄する裁判所を専属的合意管

轄とします。​

​

以上​

​

※2026年4月7日制定 


